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研究要旨 
本研究では、近年の報告事例が上がり始めた電子カルテ等情報の視覚化・構造化システ

ムの利用概況を把握し、労働時間短縮の視点を踏まえて運用の留意点並び効果の点から特

徴を把握することを目的として、2024 年 11 月～2025 年 1 月に 3 病院に対するインタビュ

ー調査を実施した。 

結果として、多くの情報から各病院は目的に応じた情報を収集して表示し、対応した運

用を整備することで目的を遂行しようとしていることが確認できた。例えば、入院期間の

短縮化、病床稼働率の向上、病棟間の応援体制の調整といった目的である。これらの状況

から、直接的な効果としては情報収集時間の短縮化ということになるが、間接的な効果と

して対応した運用体制の整備やその他の要因を踏まえ実際の目的に応じた入院期間短縮や

稼働率向上、平均残業時間の減少を認識していた。 

この結果から、システムの運用目的の観点からは、多くの医療情報を収集できることか

ら、各病院でデータを利用する目的を定め、情報収集体制のみならずその目的に沿った運

用体制を確立する必要があることが強く示唆された。 

システムの効果の観点からは、直接的な効果としては情報収集に関する時間短縮のみと

なることが確認された。ただし各病院とも間接的な効果を含んでシステム導入効果と認識

していた。これは、システム導入そのものののみの効果ではなく、導入に伴って調整した

運用やその他の病院の環境要因にも強く依存するものであり、導入そのものの効果として

は計りにくいということも窺わさせた。 

Ａ．研究目的 
医療機関ではすでに数多くの ICT 技術が

導入されており、とくに電子カルテや部門シ

ステムでは多くの医療情報が蓄積されてき

た。そして、そうした医療情報には、患者へ

の診察・治療に利用されるだけでなく、病院

としてのオペレーションやマネジメントに

活用できる情報も含まれている。とはいえ、

多くのシステムがあることでデータの一元

的な把握は必ずしも十分ではなく、かつ各シ

ステムはもともと本来の目的に応じた構成・

運用となっているため、必ずしもオペレーシ
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ョンやマネジメントに転用しやすいものと

も限らない。 

しかしながら、技術の発展や病院のオペレ

ーション・マネジメントの必要度があがるに

つれ、これらの電子カルテ等から必要なデー

タを収集し一元的にモニター等で可視化す

る視覚化・構造化システムと呼ばれるシステ

ム群が利用・報告され始めている。 

本研究では、こうした視覚化・構造化シス

テムの利用概況を把握し、労働時間短縮の視

点を踏まえて運用の留意点並び効果の点か

ら特徴を把握することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、2024 年 11 月～2025年 1 月に定

性的な上記用把握の観点から半構造化され

た質問票に基づいたインタビュー調査とし

て実施した。対象病院は、機縁法並びに公表

資料から特定できた同システム導入病院に

依頼し、最終的に 3 病院へのインタビューを

実施した（表）｡ 

具体的な質問事項として、①病院で利用し

ている視覚化・構造化システムの概況、そし

て本研究班によって並行して実施中の情報

技術等への業務移管による労働時間短縮効

果への費用対効果に関する各技術へのイン

タビュー項目に沿い、②導入コスト・運用コ

スト、③効果・課題ついて尋ねた（資料）。た

だしコストに関しては、病院・導入業者間の

一般的な商慣行を鑑み、本研究報告では具体

的な数値は取り扱わないものとした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究に当たっては、個人に関する情報を

収集していない。研究班全体としての研究計

画については、一橋大学の倫理審査委員会の

審査・承認を受け実施した（承認日：2024 年

10 月 9 日、承認番号：2024C019 号）。 

Ｃ．研究結果 

(１) A 病院 

A 病院では、常時 8 種類のモニターで各数

値を管理している。数年前に院長がグループ

病院から着任した際に、情報システムの点で

後れを取っていることに驚くとともに、院内

の経営管理が十分にされていないことを認

識した。ちょうどその頃に看護部が同システ

ムを知る機会があり、病院変革のシンボリッ

クな意味合いとしても導入することとなっ

た。 

同病院での主たる利用の目的は、入院期間

の管理であり、DPC 適用病院として平均在院

日数のコントロール（診療密度・入院期間Ⅱ）

を課題として感じた背景があった。そのため、

とくに①各病棟患者の入院状況の把握、②長

期入院の可能性のある患者状況の把握、③2

週間の入退院予測と入院目的の変化の数値

パネルを意識している。 

運用に関しては、システム部門に執務室を

新たに設けてモニターを設置し、病床管理担

当看護師と一緒に業務を行っている。当該の

執務室は常時開放されており、誰でも気軽に

立ち寄って話ができるようにしている。業務

改善に向けて、診療科とは、2 か月に 1回程

度のミーティング（15 分程度）を同部屋で行

っている。すでに視覚化・構造化されたデー

タがあるので事前資料等は必要なく、現在の

取り組みや困りごとや KPI による進捗を管

理できている。またそのサポートとして DPC

データを分析し、クリニカルパスの改善に結

びつけている。 

コストに関しては、導入時はシステム導入

費用と設備費用が発生し、ランニングも少な

くない運用費用（保守費用）が発生している。

とはいえ、効果としては、平均在院日数のコ

ントロールによる診療密度の向上、機能評価

計数Ⅱ（効率性・複雑性：コーディングの見
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直しによる）の向上、パス改善に伴うコミュ

ニケーションの増加を感じている。また、事

務部門でもミーティングに伴う事前資料の

作成の必要がなくなり、これまでできなかっ

た病棟でのミーティングへ参加するなどの

時間が取れるようになった。 

 

(２) B 病院 

B病院では、主として 4種類のモニター（①

病床稼働率・病床数の把握、②病棟看護師の

繁忙度の可視化、③これから入院する患者の

予定、④退院困難な患者の可視化）を導入し、

基本的には入退院の調整ツールとして利用

している。病棟の中央管理を意図し、かつ稼

働率・平均在院日数を KPI 化したことで、状

況の透明化のツールとして導入することと

なった。 

 導入前は、入院管理に関しては、各病棟師

長が情報を集約・整理して看護部長に伝え、

エクセルで作業して調整するというプロセ

スを取っていた。しかし、リアルタイムの状

況ではなくかつ実態ではない見込・想定情報

も含まれていたことで、公平性などの点でも

問題を抱えていた。また、一日中入退院の調

整をしているという意識があり、ワークフロ

ーが未整備で見える化が不在、業務効率化・

負担軽減の課題が生じていた。導入後は、ベ

ッドコントロールセンターがすべての情報

を集約して把握していることで、ここから病

棟へ依頼するというプロセスとなっている。

情報を共有できていることでの、縦割り打

破・データを用いた管理・経営意識の向上を

も目的としており、可視化のみならず構造化

されていることでレイアウトの見やすさや

将来性／拡張性が寄与するものとも考えて

いる。 

 コストは、導入に関してはシステムのベー

ス金額＋単価×パネル数となっており、運用

に関してはシステムメンテナンスコストが

発生している。これに対する効果は、ワーク

フローの体系化・見える化・調整ツールとし

て活用できていることがある。受け入れ拒否

（不公平感）が減り、円滑に業務が進むこと

で調整担当者の業務負担や疲弊感が減少し

ている。現況では、コロナ禍対応や他施策の

影響はあるものの、病棟稼働率はシステム導

入前と比べて 3%増となっている。 

 

(３) C 病院 

C 病院では、２種類のモニター（①空床情

報管理、②看護業務量予測）を導入している

が、基本的には看護業務量予測を利用した病

棟看護師の応援システムの参照データとし

て活用している。この予測に当たっては、同

院での探索的な検討（フォロー）をもとに、

看護師数、ケア数、重症度、処置というカテ

ゴリー×詳細項目（数項目）を重みづけして

業務量を定めている。もちろん現在でも完全

な数値化は出来ていない（スコアと実感が一

致しない）ケースも見受けられるが、（自動

的には決定できないものの）参考データとし

ては利用できるレベルと考えている。 

 当初は空床管理対策として考えていたと

ころ、本質的には空いていても患者を入院さ

せられないという状況にいかに対応するか

という点を検討することとなった。もともと、

病院内の情報システム部門で開発したシス

テム内に情報は蓄積されており、かつ積極的

に相互に部門間応援をする文化もあった。た

だし、情報が散逸しているためひとつひとつ

確認する必要があり、同モニターにて情報を

一元的に統合し可視化したという点で意義

があるものとなった。 

 運用に関しては、朝 8:40 までに病棟にて

①応援希望と②出勤・欠勤情報を入力し、

8:45 には管理部門で応援体制を決め、9:30
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からは開始するという仕組みとなっている。 

 コストに関しては、導入・運用時ともクラ

ウドサーバー利用料・バーチャルマシン利用

料・コンサルティング費用が発生している。

このコストに対しての効果としては、同シス

テム導入前は調整が 30 分ほどかかっていた

り、調整件数が多いと 45 分近くかかってい

たものが、長くても 15 分程度で済むように

なっている。また同システムによるものだけ

とは考えていないが、看護師 1 人当たりの平

均残業時間が月間 10 時間強→8 時間弱へと

減少している。これ以外にも、応援希望は主

観的に必要だと感じると出す運用だったた

め、遠慮する部門などがあったものの、客観

的なデータにより決められるようになった。

また運用検討に当たっては看護部に加えて

事務部門も参画したことで、業務の整理（棚

卸）が出来たこともメリットである。 

 

Ｄ．考察 

 本調査を通じて、電子カルテ等の情報を一

元的に表示し、視覚化・構造化するシステム

の一端が明らかになった。すなわち、視覚化・

構造化するということは状況を把握するこ

とのみであり、留意事項としては目的に対応

する運用を作りこむ必要があること、効果と

しては運用設計の適切性や対応範囲、イレギ

ュラーなケースを含む遵守度合いに依存す

るということである。 

 

(１)目的・運用  

目的・運用に着目すると、A 病院では主た

る目的は入院期間の管理であり、対応する運

用としては多くのひとが現況・KPI を確認で

きる環境を整えて頻度をあげたミーティン

グや分析に基づいたパスの改善を行うこと

であった。B 病院では入退院の調整（病床稼

働率の向上）を目的に、中央管理の体制のも

とで一元化・透明化された情報をもとに各病

院へ依頼するというフローが確立された。C

病院では病棟間の応援業務の円滑化を目的

に、管理部門での迅速な情報収集と派遣体制

の決定に繋げていた。 

このように、多くの医療情報を収集できる

ことから、各病院でデータを利用する目的を

定め、情報収集体制のみならずその目的に沿

った運用体制を確立する必要があることが

強く示唆された。 

 

(２) 効果 

効果に関しては、直接的な効果としては情

報収集に関する時間短縮のみとなる。という

のも、導入後の運用においても病院として新

たに収集した情報はなく、一元的にリアルタ

イムで表示したモニターで把握したにすぎ

ないためである。 

とはいえ、各病院とも間接的な効果を含ん

でシステム導入効果と認識している。すなわ

ち、A 病院では平均在院日数のコントロール

による診療密度の向上、機能評価計数Ⅱ向上、

パス改善に伴うコミュニケーションの増加

を挙げている。B 病院では円滑な調整による

担当者の負担軽減や最終的に病棟稼働率向

上に繋がったと認識している。C 病院では調

整時間の短縮や平均残業時間の減少、客観的

なデータによる公平感などもその効果と感

じているところである。ただしこれらの認識

は、システム導入そのものののみの効果では

なく、導入に伴って調整した運用やその他の

病院の環境要因にも強く依存するものであ

り、導入そのものの効果としては計りにくい

ということも認識されていた。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、近年の報告事例が上がり始め

た電子カルテ等情報の視覚化・構造化システ
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ムの利用概況を把握し、労働時間短縮の視点

を踏まえて運用の留意点並び効果の点から

特徴を把握することを目的として、2024 年

11 月～2025 年 1 月に 3 病院に対するインタ

ビュー調査を実施した。 

結果として、多くの情報から各病院は目的

に応じた情報を収集して表示し、対応した運

用を整備することで目的を遂行しようとし

ていることが確認できた。目的の例としては、

入院期間の短縮化、病床稼働率の向上、病棟

間の応援体制の調整といったものがある。こ

れらの状況から、直接的な効果としては情報

収集時間の短縮化ということになるが、間接

的な効果としても対応した運用体制の整備

やその他の要因を踏まえ実際の目的に応じ

た入院期間短縮や稼働率向上、平均残業時間

の減少を認識していた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当無し 

 
Ｇ．研究発表 
1. 論文発表 
該当無し 

 
2. 学会発表 
該当無し 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  
1. 特許取得 

該当無し 
 
2. 実用新案登録 
該当無し 
 
3.その他 
該当無し 
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表 インタビュー実施記録 

 

病院 地域 病院属性 病床数 病床機能 インタビュー日時 インタビュー対象者

Ａ 関東 自治体病院 600床以上 一般・感染症・精神科病床
2024年11月15日
13:00-14:30

病院長、担当課長

Ｂ 関東 国立大学病院 600床以上 一般・精神病床
2024年11月15日
15:30-17:00

病床管理部門長・副部門長、連携室副部門長

Ｃ 中国 民間病院 600床以上 一般・感染症・精神科病床
2025年1月14日
15:00-16:15

副看護部長、企画部長・課長


